
市民公益活動ポイント制度の実施状況と今後の方向性について 

 

１ 現在までの実施状況について （資料２－２参照） 

（１）令和２年度で制度は６年目を迎える。各項目の最大数は以下のとおり。 

 

項 目 年度（制度開始から数えて） 参考数値 

ポイント券交付申請数 平成 29 年度（３年目） 24,194 枚 

実施事業数 平成 27 年度（初年度） 75 事業 

ポイント券配布枚数 平成 30 年度（４年目） 18,453 枚 

寄付受領団体登録数 平成 28 年度（２年目） 61 団体 

団体への寄付割合 平成 28 年度（２年目） 81.4％ 

利用率 平成 29 年度（３年目） 94.0％ 

各項目について、制度開始から概ね３年ほど経過した年に最大数となり、現在は

減少傾向にある。 

 

２ 課題 

市民公益活動を行う「励み」や「きっかけ」となって、1人でも多くの市民が、生

き生きと市民公益活動に参加するようになることを目的としているが、裾野の広が

りの見えにくさ、制度の複雑さ、財源の制約などの課題が生じてきている。 

 

課 題 考えられる原因 

・参加者層の広がりの伸び悩み 

 

・団体に対する寄付利用 

（団体への寄付は認められているが、

所属する団体への寄付では活動者層

に広がりが見込めない。） 

・ポイント券の利用をできる施設が少

ない 

・新規活動主催団体数の伸び悩み ・複雑な制度概要 

・参加登録における手続きの煩雑さ 

・申請回数の制限 

・新規参加者と継続参加者の数の把握

（参加者の広がりなど、効果の測

定）が不可能 

・活動主催団体におけるポイント券配

布の適正性について、確認が不可能 

（事務局における活動見学は可能

な限り実施している） 

・紛失の恐れ 

・ポイント券の形状 

（紙チケット） 

・会計事務の煩雑さ（市・協力店舗） ・２年度分のポイント券の流通 
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３ 今後の方向性 

（１）見直しに向けた基本方針 

 行政からの財政的支援がなくなると活動そのものが継続できなくなってしまうの

ではなく、市民や民間が主体となって、活動者層を広げ、持続的な支援が行える仕組

みに再構築する。 
 

(２) 制度見直しの方向性 

 制度を見直すにあたっては、さまざまな方向性が考えられる。「市民公益活動ポ

イント制度」という枠のなかでの見直しと、新しい制度の模索という点で以下に例

を挙げる。 

 

方向性 その１ ポイント制度を継続実施する（リニューアル） 

⇒各課題に対応するよう運用等を一部変更し、制度を継続実施する。 

 

 新たなポイント制度の仕組み（例） 

例 
◎メリット 

●デメリット 

団体寄付をとりやめて、全て施設

利用等で使用する仕組みに変更 

◎活動団体による参加者層の拡大・展開。 

●参加者からの寄付受領をインセンティブ

としていた活動主体団体の参加減少。 

●利用施設に限りがある。 

 （市施設以外での利用が望ましいが、予算

規模等の観点から民間にとってのメリッ

トが少なく、展開が見込めない） 

ポイント券の寄付換金ルールの変更 

⇒参加者個人が属した活動主催団

体には寄付できないが、他の団

体へは寄付ができる 

◎寄付＝善意の循環が各団体間で生じる。 

●交流のある団体間でのみ、相互に寄付が続

く可能性がある。 

●参加者からの寄付受領をインセンティブ

としていた活動主体団体の参加減少。 

団体への交付枚数の制限を設ける 

 

◎限られた予算のなかで、より多くの団体の

参加が可能となる。 

●団体ごとに活動規模・内容が異なるため、

一律の制限は適当ではない。 

団体への交付回数制限の撤廃 ◎継続して制度を利用することについて、団

体も広く活動を継続できる。 

●現行制度のまま寄付が続くと、補助金のよ

うな使われ方になってしまい、参加者層の

拡大は見込めない。 



方向性 その２ 新しい制度を模索していく 

⇒現行制度では、「励み」となっても「きっかけ」を作り出すものにはなっていな

いと捉えることができる。 

市民公益活動に参加する「きっかけ」づくりを重視し、現在の参加者層のなかで

も割合の少ない若者をターゲットとした、新たな制度設計をする。 

 

  例１ 現行制度全般のＷＥＢ化：まちのコイン方式(※)を採用 

概要：市は参加する活動団体の審査を行う。参加者は活動後にＷＥＢ上でポイ

ントが付与され、たまったポイントは主に市内商業施設で利用できる。（寄付

利用はできない。） 

市内商業施設は制度に参加することにより集客が期待でき、ポイントに換金

性を持たせないことで補助金的な使われ方はなくなる。 

また、市はシステム運用のみ実施する。 

◎メリット ●デメリット 

◎若者へのアプローチのしやすさ。 

 気軽に、ゲーム感覚で参加が可能。 

◎申請・報告など事務手続きにかかる

負担の軽減。 

◎活動参加者の広がりの追跡・分析な

どの検証を柔軟に行える。 

●ＷＥＢ利用ツール（携帯・スマホ）

が必要。 

●高齢者等、一定の層にはなじまない

可能性がある。（フォローが必要） 

●システム開発・維持経費に対する費

用対効果について、明確な根拠がな

く説明が困難。 

●店舗側の参加のメリットは「集客」

だが、参加店舗それぞれのサービス

の提供に対する集客がどれほどあ

るかという点で、賛同を得られる店

舗の予想が困難。 

※まちのコインとは 

ＱＲコードを介して参加者がアプリ上でポイントを獲得、利用できるコミュ

ニティ通貨。参加者は地域活動に参加することでポイントを獲得し、たまった

ポイントは加盟店等で利用できる。（換金はできない。） 

地域の社会的課題の解決や、地域資源（ここでは、人の手≒ボランティア）

の創出、地域経済の活性化を図り、令和２年２月から、神奈川県の SDGs つな

がりポイント事業として小田原市で実施されている。アプリ上のポイントのや

り取りを対面で行う必要があるため、新型コロナウイルス感染拡大の影響から

現在ユーザー数の増加は止まっているが、参加団体や市民同士の「つながりを

増やす」点に重点を置き、今後も制度を実施する予定とのこと。 

横須賀で取り入れるにあたっては、スマホだけではなく携帯でも利用できる

よう、アプリではなくＷＥＢ方式とする。 



 

例２ 団体のＰＲ支援制度 

概要：各団体からの希望により、各種媒体（テレビ・地域情報誌等）に団体情

報等を掲載する。費用は市負担。団体は事前に登録を行う。市は取材を実施し、

団体の紹介を行い、団体が行う人集めを支援する。 

◎メリット ●デメリット 

◎新規参加者の取り込みに苦労する

団体への支援となる。 

◎現行ではチラシ・口コミなどがある

と思われるが、映像などでＰＲする

ことにより、目に留まった人が活動

に対して理解や興味を抱く「きっか

け」となる。また、地域情報誌やテ

レビ等から発信することにより、今

まで公益活動に接したことの無い

層へのＰＲにつながる。 

●市が後押しをするという点で、公平

性・公共性の観点から、市における

団体への審査等が必要となる。 

 

例３ 市内学校における訪問研修制度 

概要：少子高齢化を受け、将来に渡って起こりうる様々な地域課題に対し問題

意識を持つこと、また、行政だけでは難しい問題への柔軟な対応例などについ

て市内の学校（=若者向け）で研修を実施する。 

研修の講師は各団体から公募で決定し、研修の後には団体の活動のＰＲをし

ても良い。また、団体への謝礼も検討する。 

あらかじめ対象の学校を決めた訪問型とすることで、団体の活動拠点の近隣

であれば地域特性を生かした課題に地域の学生が触れることができる。また、

子からその親へ、など、新規の参加者層の取り込みを期待できる。 

◎メリット ●デメリット 

◎環境問題や選挙制度などと同様、市

の将来を担う若者へ直接働きかけ

ることができる。 

◎参加応募制の研修とは違い、興味の

ある・なしにかかわらず公益活動に

触れる「きっかけ」を提供できる。 

●効果の評価が難しい。 

●効果が表れるまでには時間を要す

る。 

 

 

 

 



 

 

市民公益活動ポイント制度について 

 現状 

制度の趣旨 

ポイント券が公益的な活動を行う「きっかけ」や「励み」

となって、一人でも多くの市民が、生き生きと市民公益活

動に参加するようになることを目的とする。 

開始年度 平成 27 年度（本格導入） 

ポイントの仕様 紙チケット 

ポイント発行数 年間 20,000 枚（40,000 ポイント）／還元額 2,000,000 円 

制
度
概
要 

もらう方法 

１回あたり１時間以上の市民公益活動に参加すると、ポイ

ント券１枚（２ポイント＝100 円相当）が、活動主催団体

を通して付与される。 

つかう方法 

１ポイント 50 円相当として、一部の商業施設での商品購

入や、市の有料施設使用料への充当、公益活動団体への寄

付※１などに使うことができる。 

（※１：公益活動団体が寄付を受けるには、事前登録が必

要） 

対象活動 

活動主催団体が事前に市に申請し、審査を受けた活動。 

＜対象活動とする基準＞ 

・広く社会一般の利益につながる市民公益活動 

・参加する意思のある者であれば誰でも参加できる活動 

・１回当たり１時間以上行われる活動 

・原則として無償の活動（交通費等の実費弁償を除く） 

・横須賀市内で実施される活動 

・市民公益活動を行う団体または実行委員会、行政機関、

教育機関、福祉施設および医療機関のいずれかが参加者

を募り、かつ主催する活動 

＜団体当たりの枚数・回数制限＞ 

・枚数の上限なし（各団体の申請に基づく） 

・対象活動となった年度を１回と数えて、通算５回まで 

 

 

 

参 考 


